
地域による自立的な里地里山の保全再生活動の拡大・質的向上

１．全国の里地里山の保全活動への支援

①技術研修会開催

□農村村地域を含む里地里山は国土の約４割を占め、特有の生物の生息・生育環境だけでなく、食料や
木材等自然資源の供給、国土の保全、良好な景観、文化の伝承等の観点からも重要な地域。

□農林業形態や生活様式の変化による人口減少や高齢化が著しい里地里山では、人間活動による
手入れや利用がなされない二次的自然が増加することで、生物多様性の低下、野生鳥獣との軋轢の
増大、ゴミ投棄、景観・国土保全機能の低下などが生じている。

２．技術的方策、モデル事例収集・発信

里地里山の保全再生に向けた取
組の継続・促進のための技術的
支援を実施

全国の優良事例となりうる里地里山の
取組を調査、分析し、里なびＨＰや特
徴的な取組事例集などにより発信

環境保全型農業の推進
と農作物のブランド化里なびＨＰ

特徴的な取組事例集

里なび研修会

現地研修会

３．多様な主体の参加促進方策の検討
①webサイト活動参加への支援、
②新たな共同利用のあり方に関する
調査検討・ガイドラインの策定

４．自然資源の管理・利活用方策の検討

①野生生物を活用した地域活性化手法

の検討

５．典型的な里地里山の選定、保全活用
推進効果の検証手法

①地域自ら保全活用する里山の選定

②活動団体の取組や地方自治体等
の施策を評価するための手法の
検討

＜行政＞

・地域が取り組みやすい環境
を整備し、自発的な取組を支

援・促進

＜専門家・研究者＞＜企業＞

＜市民・NPO＞
＜農業者や
地域ｺﾐｭﾆﾃｨ＞

＜国＞

＜地方公
共団体＞

里地里山を「新
たなコモンズ」と
して支え、未来
へ引き継ぐ

地域が選定する典型的な
里地里山

多様な主体の連携による
新たなコモンズの枠組み

炭焼き

ほだ木

里地里山の保全活用への支援（１）里地里山の保全活用への支援（１）

里地里山の重要性
農山村地域を含む里地里山は国土の約４割を占め、特有の生物の生息・生育環境だけでなく、食料や木材等
自然資源の供給、国土の保全、良好な景観、文化の伝承等の観点からも重要な地域
里地里山の生物多様性の危機 ：第２の危機
国土の４割を占める里地里山では、産業構造や資源利用の変化、人口減少及び高齢化等に伴い、自然に対す
る働きかけが縮小し、動植物相の変化や生物の生息・生育環境の質が低下

現状

① 国による里地里山保全活用のこれまで取組
情報発信・技術支援 各種手法の検討



里地里山での生物多様性保全の方向
人口の減少と高齢化が進む中で、今後の自然的・社会的条件を踏まえ、自然の遷移に任せて森林に移行させ

て行く地域や重点的に保全すべき里地里山を明らかにする等、総合的な判断も必要
（生物多様性国家戦略2012-2020（平成24年9月閣議決定）

② 国による今後の里地里山の保全活用の方向性

人の関与が失われたこと（管理放棄・遷移進行）
が減少要因である絶滅危惧種は約550種

耕作放棄地放置された竹林

〇日本の人口は2008年をピークに、今後減
少し、2050年までに現在の居住地域の約2
割が無居住化と予測（国土交通省国土政策
局推計値）

〇特に中山間地域や奥山周辺では2050年ま
でに３～５割が無居住化すると予測され、
里地里山と人との関わりがこれまで以上に
減少と予測（生物多様性国家戦略2012-2020）

ミヤコタナゴ
（絶滅危惧種Ⅰ類）

マルコガタノゲンゴロウ
（絶滅危惧種Ⅰ類）

課題

◆ 生物多様性など里地里山の自然条件や生態系ネットワークな
どを考慮し、国土レベルでの重要(次世代へ継承すべき）な地
域を選定

◆ 各地域の保全管理にあたっての課題をもとに、保全活用方策
を検討

～ 評価の視点 ～
■里地里山の自然条件
＊多様で優れた二次的自然環境
＊特有で多様な野生動植物の生息・生育環境
■生態系ネットワークの形成 等

生物多様性保全上重要な里地里山の選定（重要里地里山）

●生態系ネットワークを考慮した重点地域における保
全・管理・再生の効率的な実施

●重要湿地・海域等との繋がりを考慮した生態系ネット
ワークを検討

「森・里・川・海のつながり」を確保した生態系
ネットワークの構築

目指す姿

里地里山の保全活用への支援（２）里地里山の保全活用への支援（２）



背景・目的 事業概要

事業スキーム

期待される効果

平成25年度予算
○○百万円

○第４次環境基本計画では、目指すべき持続可能な社会の姿として、
「低炭素」・「循環」・「自然共生」の統合的達成を挙げており、
そのためには、地域特性を活かした地域づくりが不可欠とされる。
○特に地域主導の地域資源を最大限活用した統合的取組が必要。
○関係府省とも協力しつつ、事業化計画策定から設備等の導入まで
一貫した支援プログラムを提供する。

(1)再生可能エネルギーの基盤整備事業
地域の再エネの導入ポテンシャル等の調査・整備・発信

(2)地域主導による再生可能エネルギー等事業化計画策定・FS調査事業
再エネ等低炭素地域づくり事業化計画の策定、FS調査の支援

(3)地域主導型事業形成支援事業
(2)の計画策定やFS調査等に対する専門的知見の提供や専門家派遣・人材育成等

(4)再エネ・省エネ設備導入支援事業
地域の地球温暖化対策事業に対して設備等の導入を支援

補助

○地域における自立的・持続的な低炭素化事業の推進
○事業経験の蓄積による、環境政策を担う地域の人材・組織育成

■再生可能エネルギー関係（FIT併用不可）
・再生可能エネルギーによる発電・熱利用等の設備

■省エネルギー関係
・高効率な面的エネルギー利用設備の導入
・建築物の断熱、高効率設備の導入
・交通対策に必要な低炭素車両等

補助対象となる設備の例

②自然豊かな地域における低炭素・自然共生型地域づくり事業
• 自然公園における再エネ等導入への支援
• 里地里山等地域の自然シンボルと共生した先導的な低炭素地域づくり事業に
必要な設備導入等への支援

①地域のニーズや特性を活かした地域協働による低炭素地域づくり事業
• 地方公共団体実行計画に位置づけられた事業等に係る設備導入等への支援
（農林水産省や文部科学省等と協力して実施）

(1)､(2)①、②ア、(3)：委託
(2)②ウ：補助 地方公共団体（定額） 民間団体等（1/2）
(2)②イ、(４) ：間接補助

地方公共団体（定額、1/2～2/3）民間団体等（1/2）

②事業化計画策定・FS調査支援事業
ア 地域主導型再生可能エネルギー等の事業化（継続分）（委託）：再生可能エネルギー等の事業化検討・事業化計画策定
イ 地域協働による低炭素地域づくり事業（間接補助）：地方公共団体実行計画に位置づけられた事業等の事業化検討支援
ウ エコタウンにおける資源循環社会と共生した低炭素地域づくり（補助）：エコタウンにおける再エネや熱の効率的利用等の検討支援

（４）再エネ・省エネ設備導入支援事業（間接補助）

（１）基盤情報整備事業（委託）： 再生可能エネルギー導入ポテンシャル等の調査・整備

（２）地域主導による再生可能エネルギー等事業化計画策定・FS調査事業

（３）地域主導型事業形成支援事業（委託）： (2)の事業等に対する専門家派遣や人材育成、専門的なセミナー等の開催

①事業化計画策定・FS調査実証事業（委託）:自然公園地域における再エネ等導入事業化計画、自然共生型低炭素地域づくり計画

先導的「低炭素・循環・自然共生」地域創出事業 平成26年度予算(案)額
5,300百万円（新規）



  

  
 

 
 

 
  

 

     
     

 

 
 

NPO  

 

 

 

 NPO

 

 

 

 
 
 

  
 

NPO  

 

 
 

  
NPO  

 

 

 

 

 

 NPO

 
 

 

 

 

 

 :   :  


